
 ９

① 国内出荷
421万t

② 家庭系消費
230万t

③ 事業系消
費・ストック等

191万t

④ 自治体
分別収集
60.9万t

⑤ 自治体
処理・処分

323万t

⑥ その他回収
0万t

⑦ 指定法人
引取

54.9万t

⑧ 独自ルート
再商品化

3.4万t

（⑨ ）  残渣 
2.6万t

⑩ 材料
リサイクル

26.5万t
【 ｔ】 71万  

⑭ 油化
0.8万t

⑫ コークス炉
化学原料化

16.7万t

⑬ ガス化
6.1万t

⑪ 高炉原料化
4.9万t

フラフ

（ ） ｔ 残渣 　13.3万 

インゴット

高炉還元剤
3.7万t

（ ） ｔ 残渣 　1.1万 

コークス
3.0万t

（ ） ｔ 残渣 　1.5万 

コークス炉ガス
ｔ6.1万 

油分・タール
ｔ6.1万 

CO・水素ガス
ｔ5.5万 

（ ） ｔ スラグ等 　0.6万 

炭化水素油
ｔ0.4万 

（ ） ｔ 残渣 　0.3万 

ペレット

工業用部品
ｔ0.031万 

パレット
ｔ4.3万 

プラスチック板
ｔ1.1万 

再生樹脂
ｔ4.6万 

棒・杭・擬木
ｔ1.1万 

電力・通信用機材

ｔ0.18万 

土木建築用資材

ｔ1.1万 

園芸農業資材
ｔ0.28万 

日用雑貨品・その他

ｔ0.16万 

ｔ13.1万 

ｔ0.1万 

、PE PP

PS

② ’非容器プラ
家庭系消費

153万t

CO
2
： ｔ（ ～ 36.7万  29.4 

ｔ）36.7万  
： ｔ（ ～石炭 3.1万  3.1 
ｔ）6.5万  
： ｔ（ ～原油 10.9万  6.0 

ｔ）10.9万  
： ｔ（天然ガス -0.4万  -

～ ｔ）0.4 1.4万  

アンモニア製造の原料
CO

2
： ～ ｔ 0.5 7.3万 
： ｔ石炭 -0.4万 
： ｔ原油 -0.0万 

： ～ ｔ天然ガス 1.4 3.1万 
燃料ガス
CO

2
： ｔ 1.8万 
： ｔ石炭 -0.1万 
： ｔ原油 1.0万 

： ｔ天然ガス -0.0万 

CO
2
： ｔ 0.4万 
： ｔ石炭 0.1万 
： ｔ原油 0.2万 

： ｔ天然ガス -0.0万 

CO
2
： ～ ｔ 9.3 12.8万 
： ～ ｔ石炭 3.8 5.6万 
： ～ ｔ原油 -0.1 0.2万 

： ｔ天然ガス -0.1万 

CO
2
： ～ ｔ -3.4 19.1万 
： ～ ｔ（ ～ ｔ）石炭 1.6 2.1万  1.6 2.3万  
： ～ ｔ原油 -0.2 5.2万 

： ～ ｔ天然ガス -0.4 -0.1万 

CO
2
： ～ ｔ（ ～ ｔ） -1.9 1.9万  -1.9 4.1万  
： ～ ｔ（ ～ ｔ）石炭 0.4 0.6万  0.4 0.8万  
： ～ ｔ（ ～ ｔ）原油 -0.4 -0.2万  -0.4 -0.0万  

： ～ ｔ（ ～ ｔ）天然ガス 0.1 1.0万  0.1 1.7万  

CO
2
： ～ ｔ 8.0 19.0万 
： ～ ｔ石炭 1.7 1.8万 
： ～ ｔ原油 2.6 5.4万 

： ～ ｔ天然ガス -0.3 -0.2万 

： リサイクル等によるCO2

削減・資源節約効果

削減効果合計

： ｔ最終処分量 10万 
CO2： ～ ｔ（ ～ ｔ） 49 96万  41 99万  

： ～ ｔ（ ～ ｔ）石炭 10 13万  10 16万  
： ～ ｔ（ ～ ｔ）原油 14 23万  9 23万  

： ～ ｔ（ ～ ｔ）天然ガス 0 3万  0 6万  

【 ｔ】 CR全体で55万  

【 ｔ】 CR全体で55万  

【 ｔ】 CR全体で55万  

【 ｔ】 CR全体で55万  

※全量が自治体処理・処分に向かった場
合を基準とした削減・節約効果

【 】 　 は再商品化計画に基づく再商品
（ ）化可能量 平成24年度の値 

： ｔ最終処分削減量 10.4万 
CO

2
： ｔ -2.7万 

※分別収集プロセスについてはCO
2
削減効

果のみ考慮

※括弧内は1章で設定したオプションも含
めて算定した値

、「 」～※材料リサイクルのうち  棒・杭・擬木  
「 」 日用雑貨品・その他 については算定
対象に含めず

 

図２ 容器包装リサイクルの CO2 削減効果、資源節約効果（ケース 1：自治体処理処分（現行）との比較 2006 年度試算） 


